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議案第１７号 
   
 

令和４年度 小諸市水道事業会計予算 

 （総 則） 

第１条  令和４年度小諸市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条  業務の予定量は、次のとおりとする。 

 （１）給 水 件 数          19,400 件 

 （２）年間総有収水量        4,888,000 ㎥ 

 （３）一日平均有収水量             13,392 ㎥ 

 （４）主な建設改良事業   野馬取水源整備事業 

                総事業費 72,936 千円 

（収益的収入及び支出） 

第３条  収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

 〔収入〕 

第 1 款 水道事業収益 1,008,919 千円   

  第 1 項 営 業 収 益  929,262 千円   

  第 2 項 営 業 外 収 益  79,557 千円   

  第 3 項 特 別 利 益 100 千円   

 〔支出〕    

 第 1 款 水道事業費用 890,391 千円   

  第 1 項 営 業 費 用 850,657 千円   

  第 2 項 営 業 外 費 用 34,734 千円   

  第 3 項 特 別 損 失 1,000 千円   

  第 4 項 予 備 費 4,000 千円        

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資

本的支出額に対し不足する額 187,685 千円は、損益勘定留保資金 145,349 千円及

び消費税及び地方消費税資本的収支調整額 42,336 千円で補てんするものとす

る。）。 

 〔収入〕 

 第 1 款 資 本 的 収 入 450,381 千円   

  第 1 項 企 業 債  397,200 千円   

  第 2 項 工 事 負 担 金 36,190 千円   

  第 4 項 補 助 金 

  第 6 項 出 資 金 

6,210 千円 

10,781 千円 

 

  



 

〔支出〕    

 第 1 款 資 本 的 支 出 638,066 千円   

  第 1 項 建 設 改 良 費  480,498 千円   

  第 2 項 企業債償還金 157,568 千円   

（企業債）  

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率、償還の方法は、次のとおりと定 

める。 

                               （単位：千円） 

起債の目

的 
限 度 額 起債の方法 利  率 償還の方法 

上 水 道 改

良

工 事 事 業 

397,200 

 

 

 証書借入 

又は 

 証券発行 

4.0％以内 

ただし、利率見

直し方式で借

り入れる資金

について、利率

の見直しを行

った後におい

ては、当該見直

し後の利率。 

政府資金又は地方公共

団体金融機構について

は、その融通条件によ

り、銀行その他の場合に

は、その債権者と協定す

るものとする。ただし、

企業財政の都合により

据置期間及び償還期限

を短縮し、又は繰上償還

若しくは低利に借換え

することができるもの

とする。 

 （一時借入金) 

第６条 一時借入金の限度額は、500,000 千円と定める。 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおり

と定める。 

（１） 営業費用と営業外費用間の流用 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に 

流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を 

経なければならない。 

（１） 職員給与費  37,508 千円 

（たな卸資産購入限度額) 

第９条 たな卸資産の購入限度額は、11,000 千円と定める。 

 

  令和４年２月１７日提出    小 諸 市 長  小 泉 俊 博 

令和４年３月  日議決    小諸市議会議長  清 水 喜久男 



 

 

  

 

 

 

 

 

 

予算に関する説明書 



収 　　 入

款 項 目 備　　考

1 水道事業収益 1,008,919

1 営業収益 929,262

1 給水収益 904,755 水道料金収入

2 受託工事収益 4,400 消火栓新設工事収益

3 その他営業収益 20,107 消火栓維持管理に対する一般会計からの負担金等

2 営業外収益 79,557

1 受取利息及び配当金 779 定期預金利息の収入

4 消費税還付金 8,887

5 長期前受金戻入 68,962 固定資産の取得、改良に伴い交付された補助金等

の収益化額

6 雑収益 928 不用品売却収益等

7 他会計負担金 1 法第17条の2による総合戦略に係る企業債に対する

一般会計からの負担金

3 特別利益 100

2 過年度損益修正益 100 過年度の損益修正益

支　　  出

款 項 目 備　　考

1 水道事業費用 890,391

1 営業費用 850,657

1 原水及び浄水費 168,664 原水及び浄水設備の維持及び作業に要する費用

2 配水及び給水費 8,939 配水及び給水設備の維持及び作業に要する費用

3 受託工事費 4,400 受託工事に要する費用

4 総係費 384,167 事業活動全般に要する費用

5 減価償却費 274,327 固定資産の減価償却費

6 資産減耗費 10,160 固定資産の除去費及びたな卸資産減耗費

2 営業外費用 34,734

1 支払利息及び企業債取扱 32,968 企業債の利息

諸費

2 消費税及び地方消費税 0 消費税及び地方消費税納付額

3 雑支出 1,766 雑支出

3 特別損失 1,000

4 過年度損益修正損 1,000 過年度の損益修正損

4 予備費 4,000

1 予備費 4,000 予備費

令和４年度　小諸市水道事業会計予算実施計画（税込み）

収益的収入及び支出

予定額(千円)

予定額(千円)



収　　　入
款 項 目 備　　考

1 資本的収入 450,381

1 企業債 397,200

1 企業債 397,200 上水道建設改良事業に対する企業債

2 工事負担金 36,190

1 工事負担金 36,190 工事負担金

4 補助金 6,210

1 補助金 6,210 生活基盤施設耐震化等交付金（高度浄水施設等整備費）

6 出資金 10,781

1 負担区分に基づく出資金 10,781 統合前後の簡易水道事業及び総合戦略（八幡町）

に要する経費

支　　　出

款 項 目 備　　考

1 資本的支出 638,066

1 建設改良費 480,498

1 改良工事費 469,092 上水道建設改良事業に要する費用

2 資産購入費 11,406 工具器具備品購入及び機械及び装置設置等に

要する費用

2 企業債償還金 157,568

1 企業債償還金 157,568 元金償還金

資本的収入及び支出

予定額(千円)

予定額(千円)



令和4年度 小諸市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

(令和４年 ４月 １日から令和５年 ３月３１日まで )

（単位：千円）

１  業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 78,266

減価償却費 274,327

長期前受金戻入額 △68,962

受取利息及び受取配当金 △779

支払利息 32,968

固定資産除去損 10,160

固定資産売却損益（△は益） 0

未収金の増減額（△は増加） 16,375

未払金の増減額（△は減少） △22,211

前受金の増減額 0

たな卸資産の増減額（△は増加） △565

過年度損益修正損益（△は益） 900

引当金の増減額（△は減少） △3,726

その他流動資産の増減額（△は増加） 0

その他流動負債の増減額（△は減少） 0

小計 316,753

利息及び配当金の受取額 779

利息及び企業債取扱諸費の支払額 △32,968

業務活動によるキャッシュ・フロー 284,564

２  投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出 △436,862

固定資産の売却による収入 0

有価証券及び投資有価証券の取得による支出 0

有価証券及び投資有価証券の取得による収入 0

国庫補助金等による収入 41,100

他会計からの繰入金による収入 0

投資活動によるキャッシュ・フロー △395,762

３  財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 397,200

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △157,568

他会計からの出資による収入 10,781

財務活動によるキャッシュ・フロー 250,413

資金増減額（△は減少） 139,215

資金期首残高 2,496,069

資金期末残高 2,635,284



１　特　別　職 （単位:千円）

（単位:千円）

21,60720,28805
前
年
度

給　　与　　費　　明　　細　　書

法　定
福利費報 酬 給 料

0

0 0 0

職員手当

本
年
度

0 0 0

区　　　　　分

その他の特別職

計

0

0 0 0 0

0

0 0

0

0

比
較

0 0 0 0

0

２　一　般　職

(１)　総　括

区　　　　　分
職員数 給　　　　　与　　　　　費 法　定

福利費
合　計

(人) 報 酬 給 料 職員手当 計

本
年
度

損益勘定支弁職員 5 0 19,570 11,523 31,093 6,415 37,508

資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0 0

計 5 0 19,570 11,523 31,093 6,415 37,508

損益勘定支弁職員 41,895 6,866 48,761

資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0 0

計 5 0 20,288 21,607 41,895 6,866 48,761

比
較

損益勘定支弁職員 0 0 △ 718 △ 10,084 △ 10,802 △ 451 △ 11,253

資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0 0

計 0 0 △ 718 △ 10,084 △ 10,802 △ 451 △ 11,253

職
　
員
　
手
　
当
　
の
　
内
　
訳

区　　　分 扶養手当 住居手当
特殊勤務
手　　当

管理職手当

比　　　較 △ 162 0 0

通勤手当
時 間 外
勤務手当

寒冷地手当

本 年 度 516 642 0 639 320 1,156 355

前 年 度 678 642 0 639 531 1,423 369

0 △ 211 △ 267 △ 14

区　　　分 期末手当 勤勉手当 退職給付費

本 年 度 4,629 3,266 0

前 年 度 4,945 3,414 8,966

比　　　較 △ 316 △ 148 △ 8,966

その他の特別職

計

その他の特別職

前
年
度

職員数

(人)

0

0

0

0

0

0

0

計

0

0 0 0 0 0

0

0

0

給　　　　　与　　　　　費

計
合　計

0

0

0

0



ア　会計年度任用職員以外の職員

（単位　千円）

備考　１　この表は、給料をもって支弁される会計年度任用職員以外の一般職の職員（事業費支弁にかかる

職員を含む。）で予算の積算の基礎となったものについて記載

２　（）内は、短時間勤務職員について外書き

（単位　千円）

備考　１　この表は、報酬又は給料をもって支弁される会計年度任用職員（事業費支弁にかかる職員を含む。）で

予算の積算の基礎となったものについて記載

２　（）内は、会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間帯が常時勤

務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員について外書き

比　　　較 0 0 0 0 0

前　年　度 0 0 0 0 0

本　年　度 0 0 0 0 0

0 0

区　　　分 期末手当 勤勉手当 児童手当 宿日直手当 退職手当

比　　　較 0 0 0 0 0

0 0

前　年　度 0 0 0 0 0 0 0

管理職手当 通勤手当
時間外勤務

手当
寒冷地手当

本　年　度 0 0 0 0 0

0 0 0
0

職
　
員
　
手
　
当
　
の
　
内
　
訳

区　　　分 扶養手当 住居手当
特殊勤務

手当

0 0 0

比　　　較
0

0 0 0

0 0 0

前　年　度
0

0 0 0

備考
報　　酬 給　　料 職員手当 計

本　年　度
0

0 0 0

イ　会計年度任用職員

区　　分
職員数

　
（人）

給　　　　　与　　　　　費

共　済　費 合　　計

0 0

比　　　較 △ 316 △ 148 △ 8,966 0 0 0 0

前　年　度 4,945 3,414 8,966 0 0

本　年　度 4,629 3,266 0

0 △ 211 △ 267 △ 14

区　　　分 期末手当 勤勉手当 退職給付費

1,156 355

前　年　度 678 642 0 639 531 1,423 369

管理職手当 通勤手当
時間外勤務

手当
寒冷地手当

本　年　度 516 642 0 639 320

職
　
員
　
手
　
当
　
の
　
内
　
訳

区　　　分 扶養手当 住居手当
特殊勤務

手当

比　　　較 △ 162 0 0

比　　　較
0

△ 718 △ 10,084 △ 10,802 △ 451 △ 11,253

37,508

前　年　度
5

20,288 21,607 41,895 6,866 48,761

備考
給　　料 職員手当 計

本　年　度
5

19,570 11,523 31,093 6,415

区　　分
職員数

　
（人）

給　　　　　与　　　　　費
法定福利費 合　　計



(２)　給料及び職員手当の増減額の明細 （単位:千円）

(３)　給料及び職員手当の状況

ア　職員1人当たりの給与

円 円

円 円

43 歳 6 月 歳 月

円 円

円 円

歳 6 月 歳 月

イ　初任給

円 円 円 円

円 円

一般行政職

平 均 給 料 月 額

そ の 他 の
増 減 分

△ 10,084 人事異動等による減

会計年度任用
職員の増減分

技能労務職

備　　　考説　　　　明

人事異動等による減

186,000

制 度 改 正 に
伴 う 増 減 分

△ 718
そ の 他 の
増 減 分

△ 10,084

大　　学　　卒

技能労務職
技能労務職区　　　　　分 一般行政職

高　　校　　卒 153,700

186,000

平 均 年 齢

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

153,700 153,700 153,700

44

一　般　会　計　の　制　度

令和3年
４月１日現在

336,440

409,500

昇 給 に
伴 う 増 加 分

平 均 給 与 月 額

平 均 年 齢

366,413

区　　　　　　　　　　　分 一般行政職

職員手当

令和4年
４月１日現在

325,240

区　　分 増　減　額 増減事由別内訳

給　　料 △ 718
給 与 改 定 に
伴 う 増 減 分



ウ　級別職員数

＊（ ）内は短時間勤務職員外書き

（級別の標準的な職務の内容）

エ　昇給

比　　率　　(B)/(A)　％

前
　
年
　
度

職 員 数 (A)

(B)

2号給

4号給

6号給

8号給

昇 給 に 係 る 職 員 数

号 給 数 別 内 訳

主任
主事
技師

2級

本
　
年
　
度

区     分 7級 6級

一般行政職
部長
参事

0.0

3級5級

（　）

課長

1級

20.0

（　）

100.0
構成比（％）

（　）

（　）

計

（　　）

5

（　）

（　　）

主事
技師

区　　　　　　　　　分

2号給

昇 給 に 係 る 職 員 数

比　　率　　(B)/(A)　％

代　　表　　的　　な　　職　　種

課長補佐
係長
主査

職 員 数

(B)

6号給

職員数（人）

構成比（％）
（　）  (  ) （　） （　） （　） （　　）

20.0 20.0 0.0

（　） （　　）（　） （　）

（　　）

（　） （　　）（　）

（　　）

100.0

6級

20.0

（　） （　）

2級

1

（　）

（　） （　）

0

（　）
職員数（人）

計区　　　　　　分 7級

1

（　）

（　）

4級

一般行政職
5

20.0

（　　）

1級

0

（　）

5級

1

区　　　　　　分 6級 5級

（　） （　）

令和４年
４月１日現在

0

構成比（％）

技能労務職

7級

一般行政職

職員数（人）

0.0
構成比（％）

（　）

1

（　）

（　）

1 0

（　）

技能労務職

号 給 数 別 内 訳

(A)

（　）（　）

令和３年
４月１日現在

（　）

（　）

20.0

（　） （　）

1 1

（　）（　）

（　）

（　）

20.0

（　）
職員数（人）

（　）

（　）

1級

（　） （　）

2

（　）

（　）

1 0

（　）

0.0

（　） （　）

（　）

（　） （　）

40.0

（　）

4級 3級 2級

4級

3級

（　）

20.0

（　）

0.0

4号給

8号給

技能労務職
合　　　　計

一般行政職



オ　期末手当・勤勉手当

＊（ ）内は再任用職員支給率

カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

0

キ　特殊勤務手当

ク　その他の手当

扶　　養　　手　　当

住　　居　　手　　当

通　　勤　　手　　当

同　　　　　じ

同　　　　　じ

代 表 的 な 特 殊
勤 務 手 当 の 名 称

  待機手当

同　　　　　じ

支 給 対 象 職 員 の 比 率
（令和 4年 4月 1日現在）

0.0 0.0

区　　　　　　　分 一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同 差　　異　　の　　内　　容

一般行政職　（％） 技能労務職　（％）
区　　　　　　分

全　　職　　種
　　　　　　（％）

代　　表　　的　　な　　職　　種

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 0.00 0.00

支 給 率 等 24.59 33.27

47.71

区　　分
20年勤続の
者（月分）

25年勤続の
者（月分）

一般会計の
制 度 の
支 給 率 等

24.59 33.27 47.71

35年勤続の
者（月分）

最高限度
（月分）

2.150 2.150 4.30

2.150

一 般 会 計
の 制 度

（　　　） （　　　） （　　　）

前 年 度
（　　　） （　　　） （　　　）

2.200

区　　分
支　給　期　別　支　給　率 支給率計

　（月分）

（　　　）

6月（月分） 12月（月分）

本 年 度
2.150

（　　　）

その他の加算措置等

定年前早期退職者特例措
置（2％～20％加算）

定年前早期退職者特例措
置（2％～20％加算）

47.71

有

備 　考

有

職制上の段階、職務の
級等による加算措置

備　　考

47.71

有

2.100 4.30

（　　　）

4.30



 

 

債務負担行為に関する調書 

 

                     単位：千円   

事  項 限度額 

前年度末までの支払

義務発生（見込）額 

当該年度以降の支払

義務発生予定額 
左の財源内訳 

期 間 金 額 期 間 金 額 企業債 その他 

指定管理料 
（維持管理） 

1,517,377 
令和元～

3 年度分 
953,103  令和 5年度 367，232  367,232 

 



（単位：円）

164,767,114

13,458,301

△10,844,503 2,613,798

11,866,810,154

        減価償却累計額 △4,899,310,227 6,967,499,927

1,466,616,644

△964,035,307 502,581,337

16,598,998

△13,266,998 3,332,000

    ヘ  工具器具備品 24,119,480

        減価償却累計額 △18,512,551 5,606,929

    ト  建設仮勘定 100,185,364

        有形固定資産合計 7,746,586,469

 （２）無形固定資産

    イ  水利権 0

　(3)出資金 10,500,000

     無形固定資産合計 0

     固定資産合計 7,757,086,469

 （１）現金預金 2,635,284,349

 （２）未収金 78,922,044

  　　 貸倒引当金 △816,000 78,106,044

 （３）有価証券 0

 （４）貯蔵品 2,498,740

 （５）仮払金 84,720

      流動資産合計 2,715,973,853

      資産合計 10,473,060,322

        減価償却累計額

 ２  流動資産

    ホ  車両運搬具

令和4年度小諸市水道事業予定貸借対照表　（税抜き）

(令和５年 ３月３１日 )

【 資 産 の 部 】

  １  固定資産

 （１）有形固定資産

    イ  土地

    ロ  建物

        減価償却累計額

    ハ  構築物

    ニ  機械及び装置

        減価償却累計額



（単位：円）

 （１）企業債

    イ  建設改良費等の財源 2,859,455,130
　　　　に充てるための企業債

　   企業債合計 2,859,455,130

 （２）引当金

133,559,658

176,593,494

     引当金合計 310,153,152

     固定負債合計 3,169,608,282

 （１）企業債

    イ  建設改良費等の財源 158,162,077
　      に充てるための企業債

     企業債合計 158,162,077

 （２）未払金 96,580,840

 （３）前受金 40,000

 （４）引当金

    イ  賞与引当金 4,289,118

    ロ  法定福利費引当金 668,385

     引当金合計 4,957,503

 （５）その他流動負債 300,000

       流動負債合計 260,040,420

 　　　長期前受金 3,348,879,192

 　　　収益化累計額 △1,619,161,895

       繰延収益合計 1,729,717,297

　     負債合計 5,159,365,999

2,709,233,422

 （１）資本剰余金

    イ  再評価積立金 15,872,333

    ロ  受贈財産評価額 10,322,164

    ハ  工事負担金 343,582,458

    ニ  他会計負担金 10,045,000

    ホ  寄附金 5,000,000

      資本剰余金合計 384,821,955

 （２）利益剰余金

    イ  減債積立金 1,182,523,037

    ロ  利益積立金 647,000,000

    ハ  建設改良積立金 311,849,909

    ニ  当年度未処分利益剰余金 78,266,000

     利益剰余金合計 2,219,638,946

     剰余金合計 2,604,460,901

     資本合計 5,313,694,323

     負債資本合計 10,473,060,322

【 負 債 の 部 】

 ３  固定負債

    イ  退職給付引当金

    ロ  修繕引当金

 ４  流動負債

 ５  繰延収益

【 資 本 の 部 】
 ６  資本金

 ７  剰余金



（単位：千円）

１  営業収益

（１）給水収益 838,689

（２）受託工事収益 1,500

（３）その他営業収益 20,893 861,082

２  営業費用

（１）原水及び浄水費 168,123

（２）配水及び給水費 9,054

（３）受託工事費 1,500

（４）総係費 399,807

（５）減価償却費 274,479

（６）資産減耗費 22,040

（７）その他営業費用 0 875,003

営業利益 △13,921

３  営業外収益

（１）受取利息及び配当金 949

（２）長期前受金戻入 69,936

（３）雑収益 837

1 71,723

４  営業外費用

（１）支払利息及び企業債取扱諸費 37,382

（２）雑支出 1,717 39,099 32,624

経常利益 18,703

５  特別利益

（１）過年度損益修正益 100

（２）その他特別利益 0 100

６  特別損失

（１）過年度損益修正損 1,000

（２）その他特別損失 0 1,000 △900

７  予備費

（１）予備費 4,000 4,000 4,000

当年度純利益 13,803

前年度繰越利益剰余金 0

当年度未処分利益剰余金 13,803

令和３年度小諸市水道事業予定損益計算書（税抜き）

(令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで )

（４）他会計負担金



（単位：円）

164,767,114

13,458,301

△10,742,503 2,715,798

11,674,810,154

        減価償却累計額 △4,884,108,227 6,790,701,927

1,462,083,644

△935,233,307 526,850,337

16,598,998

△12,538,998 4,060,000

    ヘ  工具器具備品 23,719,480

        減価償却累計額 △17,888,551 5,830,929

    ト  建設仮勘定 100,185,364

        有形固定資産合計 7,595,111,469

 （２）無形固定資産

    イ  水利権 0

10,500,000 10,500,000

     無形固定資産合計 0

     固定資産合計 7,605,611,469

 （１）現金預金 2,496,068,496

 （２）未収金 95,297,044

  　　 貸倒引当金 △859,000 94,438,044

 （３）有価証券 0

 （４）貯蔵品 1,933,740

 （５）仮払金 84,720

      流動資産合計 2,592,525,000

      資産合計 10,198,136,469

    ホ  車両運搬具

令和3年度小諸市水道事業予定貸借対照表　（税抜き）

(令和４年 ３月３１日 )

【 資 産 の 部 】

  １  固定資産

 （１）有形固定資産

    イ  土地

    ロ  建物

        減価償却累計額

    ハ  構築物

    ニ  機械及び装置

        減価償却累計額

        減価償却累計額

 ２  流動資産

（３）出資金



（単位：円）

 （１）企業債

    イ  建設改良費等の財源 2,621,140,142
　　　　に充てるための企業債

　   企業債合計 2,621,140,142

 （２）引当金

137,070,895

176,593,494

     引当金合計 313,664,389

     固定負債合計 2,934,804,531

 （１）企業債

    イ  建設改良費等の財源 156,845,065
　      に充てるための企業債

     企業債合計 156,845,065

 （２）未払金 118,791,750

 （３）前受金 40,000

 （４）引当金

    イ  賞与引当金 4,428,118

    ロ  法定福利費引当金 700,385

     引当金合計 5,128,503

 （５）その他流動負債 300,000

       流動負債合計 281,105,318

 　　　長期前受金 3,307,779,192

 　　　収益化累計額 △1,550,199,895

       繰延収益合計 1,757,579,297

　     負債合計 4,973,489,146

2,698,452,422

 （１）資本剰余金

    イ  再評価積立金 15,872,333

    ロ  受贈財産評価額 10,322,164

    ハ  工事負担金 343,582,458

    ニ  他会計負担金 10,045,000

    ホ  寄附金 5,000,000

      資本剰余金合計 384,821,955

 （２）利益剰余金

    イ  減債積立金 1,179,023,037

    ロ  利益積立金 640,000,000

    ハ  建設改良積立金 308,546,909

    ニ  当年度未処分利益剰余金 13,803,000

     利益剰余金合計 2,141,372,946

     剰余金合計 2,526,194,901

     資本合計 5,224,647,323

     負債資本合計 10,198,136,469

【 負 債 の 部 】

 ３  固定負債

    イ  退職給付引当金

    ロ  修繕引当金

 ４  流動負債

 ５  繰延収益

【 資 本 の 部 】
 ６  資本金

 ７  剰余金



 

注記 

１ 重要な会計方針 

 （１）資産の評価基準及び評価方法 

   ア 満期保有目的の債券   償却原価法（定額法） 

   イ たな卸資産（貯蔵品）   先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の 

低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

 （２）固定資産の減価償却の方法 

   ア 有形固定資産（リース資産を除く） 

   （ア）減価償却の方法 

      定額法（取替資産については取替法）による。 

   （イ）主な耐用年数 

     建物       ２０～６０年 

     構築物      １０～６０年 

     機械及び装置    ８～２０年 

     車両運搬具        ５年 

     工具器具備品    ２～２０年 

   イ 無形固定資産 

   （ア）減価償却の方法 

  定額法による。 

   （イ）主な耐用年数 

      水利権         ２０年 

 （３）引当金の計上方法 

   ア 退職給付引当金 

    職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末退職手当要支給額における、水道事 

   業会計が負担すべき金額を計上している。 

    計上額の算定に当たっては、一般会計との間での「職員の退職手当に係る取扱いに

関する覚書」に基づき、職員の勤続年数による按分により各会計の負担額の算定を行

い、一般会計が負担すると見込まれる金額を除く額を計上している。 

   イ 賞与引当金 

    職員の期末・勤勉手当の支給に備えるため、事業年度末における支給見込額に基づ 

   き、当年度の負担に属する額（１２月から３月までの４ヶ月分）を計上している。 

   ウ 法定福利費引当金 

    職員の期末・勤勉手当に係る法定福利費の支給に備えるため、事業年度末における

支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２月から３月までの４ヶ月分）を

計上している。 

   エ 貸倒引当金 

    債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等により回収不能見込額を計

上している。 

    なお、貸倒実績率については、実際の不納欠損処理額を貸倒実績額として各年度の



 

貸倒実績率等を算出し、過去３年間の平均実績率を用いている。 

 （４）消費税等の会計処理 

    消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

２ リース契約により使用する固定資産 

（１）リース取引の処理方法 

    所有権移転外ファイナンス・リース取引については、賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理を行っている。 

 

３ その他 

（１）退職給付引当金の取崩し 

    令和４年度において、退職手当として３，５１１，２３７円を支給することとなっ

たため、退職給付引当金３，５１１，２３７円を取り崩した。 

（２）賞与引当金の取崩し 

    令和４年度において、期末手当及び勤勉手当として２，６１５，７７５円を支給す

ることとなったため、賞与引当金２，６１５，７７５円を取り崩した。 

（３）法定福利費引当金の取崩し 

    令和４年度において、法定福利費として５１０，１９８円を支給することとなった

ため、法定福利費引当金５１０，１９８円を取り崩した。 

 （４）修繕引当金に関する経過措置 

    平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例に

より取り崩すこととする。 

 （５）小諸市外二市御牧ヶ原水道組合の統合 

    平成２７年度から、小諸市外二市御牧ヶ原水道組合の資産、負債等をすべて引継い

で、財務諸表等を作成している。 



 

 

  

 

 

 

 

 

 

予算参考資料 



収入及び支出の見積基礎（税込み）

収益的収入（３条関係） （単位：千円）

金額

1 水道事業収益 1,008,919 1,021,754 △ 12,835

1 営業収益 929,262 945,345 △ 16,083

1 給水収益 904,755 922,557 △ 17,802 1 水道料金 904,755 水道料金

2
受託工事収
益

4,400 1,650 2,750 1
新設工事
収益

4,400
消火栓新設工事収
入

3
その他営業
収益

20,107 21,138 △ 1,031 2
他会計負
担金

10,670
消火栓維持管理費
等

3 手数料 8,790 開栓手数料 1,700

分水手数料 500

各種検査手数料 4,200

督促手数料 600

指定工事事業者申
請手数料

10

指定工事事業者更
新手数料

135

設計監督手数料 1,644

証明手数料 1

6
その他負
担金

647
消火栓維持管理費
他市負担金

2
営業外収
益

79,557 76,309 3,248

1
受取利息及
び配当金 779 949 △ 170 1 預金利息 779 定期預金利息

4
消費税還付
金

8,887 4,507 4,380 1
消費税還
付金

8,887 消費税還付金

5
長期前受金
戻入

68,962 69,936 △ 974 1
長期前受
金戻入

68,962 長期前受金戻入

6 雑収益 928 916 12 1
不用品売
却収益

825 不用品売却収入

2
その他雑
収益

103 雑収入

7
他会計負担
金

1 1 0 1
他会計負
担金

1
総合戦略（八幡
町、谷地原東南
部）償還利子分

3 特別利益 100 100 0

2
過年度損益
修正益

100 100 0 1
過年度損
益修正益

100 過年度損益修正益

款・項 目 本年度 説         明前年度 比   較
節

区   分



収益的支出（３条関係） （単位：千円）

金 額

1 水道事業費用 890,391 955,211 △ 64,820

1 営業費用 850,657 911,052 △ 60,395

1
原水及び浄
水費

168,664 167,741 923 1 給料 12,209 職員3名

2 手当 6,079 扶養手当 438

時間外勤務手当 975

管理職手当 639

期末手当 1,945

勤勉手当 1,366

寒冷地手当 215

通勤手当 177

住居手当 324

3
賞与引当金繰入
額

1,688 賞与引当金繰入額

6 法定福利費 3,815 共済組合負担金

7
法定福利費引当
金繰入額

330
法定福利費引当金繰
入額

8 旅費 146 普通旅費

11 被服費 39 被服貸与費

12 備消品費 53 原水管理用消耗品費

13 燃料費 62 自動車用燃料費

17 委託料 2,121
水道積算基準管理業
務委託料

396

境界復元等業務委託 55

設計CAD 20

その他調査委託料 1,650

18 手数料 9 各種手数料 9

19 賃借料 1,413 国有地借上料 35

土地建物賃借料 192

マッピングシステム
賃借料

723

自動車リース料 419

その他借上料 44

20 修繕費 5,055 原水施設等修繕費 5,000

車両修繕費 55

33 受水費 135,645
浅麓水道企業団受水
費

131,881

宇坪入水源受水費 3,154

菱野水源受水費 110

荒町水源水道用水受
水費

500

款・項 目 説         明
区   分

本年度 前年度 比   較
節



収益的支出（３条関係） （単位：千円）

金 額
款・項 目 説         明

区   分
本年度 前年度 比   較

節

2
配水及び給
水費

8,939 9,058 △ 119 12 備消品費 0 参考図書 0

13 燃料費 20 自動車用燃料費等 20

18 手数料 0 車検等手数料 0

20 修繕費 8,919
検満に伴う量水器出
庫分

7,491

修理用量水器出庫分 1,428

26 材料費 0 配水設備修繕材料費 0

31 負担金 0

3 受託工事費 4,400 1,650 2,750 1 工事請負費 4,400 消火栓新設工事費 4,400

4 総係費 384,167 436,084 △ 51,917 1 給料 7,361 職員2名

2 手当 2,783 扶養手当 78

時間外勤務手当 181

期末手当 1,119

勤勉手当 804

寒冷地手当 140

通勤手当 143

住居手当 318

3
賞与引当金繰入
額

973 賞与引当金繰入額 973

5 報酬 31
水道料金審議会委員
報酬

31

6 法定福利費 2,080 共済組合負担金 2,080

7
法定福利費引当
金繰入額

190
法定福利費引当金繰
入額

190

8 旅費 7 普通旅費 3

費用弁償 4

9 退職給付費 0 退職給付費 0

10 報償費 333 揚水協力謝礼 23

上水道市民懇談会参
加費用弁償相当

310

11 被服費 22 被服貸与費 22

12 備消品費 372 備品・消耗品費 95

コンピュータ関係消
耗品

121

コピー使用料 89

参考図書、法令追録
費

67

15 印刷製本費 205 その他印刷費 205

16 通信運搬費 145 郵便料 48

コンビニ収納サービ
ス接続基本料

33

携帯無線
回線使用料

56

伝送システムVALUX
回線使用料

8



収益的支出（３条関係） （単位：千円）

金 額
款・項 目 説         明

区   分
本年度 前年度 比   較

節

17 委託料 360,598
企業会計システム保
守委託料

185

水道料金システムウ
イルス対策ソフト管
理委託料

40

その他委託料 77

指定管理料 360,186

企業会計システム改
修委託料

110

18 手数料 2,927
コンビニ収納事務手
数料

1,551

総合振込手数料 66

窓口収納手数料 185

口座振替手数料 1,095

その他手数料 30

19 賃借料 2,208 高速道路使用料 27

企業会計システム使
用料（ソフト）

614

水道料金システム関
連賃借料(ハード)

1,174

水道料金システム使
用料(クラウド)

93

市庁舎事務所使用料 300

27 補償金 50 事故補償料 50

28 研修費 117 水道技術研修会 106

経理事務研修会 0

各種講習会 11

29 食糧費 0 会議等賄 0

30 厚生福利費 40 職員厚生費 40

31 負担金 1,510 日本水道協会負担金 184

長野県水道協議会負
担金

41

佐久労働基準協会負
担金

3

長野県公共料金等暴
力対策協議会負担金

4

諸会議出席負担金 0

他会計負担金 1,278

32 保険料 1,338
自動車損害共済保険
料

39

建物総合損害保険料 73

水道賠償責任保険料 532

機械設備損害保険料 694

自動車自賠責保険料 0

34
貸倒引当金繰入
額

816 貸倒引当金繰入額 816

36 雑費 61
国有資産等所在地市
町村交付金

61

自動車重量税等 0



収益的支出（３条関係） （単位：千円）

金 額
款・項 目 説         明

区   分
本年度 前年度 比   較

節

5 減価償却費 274,327 274,479 △ 152 1
有形固定資産減
価償却費

274,327 建物減価償却費 102

構築物減価償却費 238,748

機械及び装置減価償
却費

34,125

車両運搬具減価償却
費

728

工具器具備品減価償
却費

624

2
無形固定資産減
価償却費

0

6 資産減耗費 10,160 22,040 △ 11,880 1 固定資産除却費 10,160 構築物等除却費 10,000

機械及び装置除却費 160

車両運搬具除却費 0

2
たな卸資産減耗
費

0

7
その他営業
費用

0 0 0 1 材料売却減価 0 埋設シート

2 営業外費用 34,734 39,159 △ 4,425

1 32,968 37,382 △ 4,414 1 企業債利息 32,968 企業債利息 32,968

2 借入金利息 0

2
消費税及び
地方消費税

0 0 0 1
消費税及び地方
消費税

0
消費税及び地方消費
税

3 雑支出 1,766 1,777 △ 11 1 その他雑支出 1,766
過年度分過誤納還付
金等

682

特定収入仮払消費税
及び地方消費税

1,084

3 特別損失 1,000 1,000 0

4
過年度損益
修正損

1,000 1,000 0 1
過年度損益修正
損

1,000 過年度損益修正損

4 予備費 4,000 4,000 0

1 予備費 4,000 4,000 0

支払利息及
び企業債取
扱諸費



資本的収入（４条関係） （単位：千円）

金 額

1 資本的収入 450,381 417,835 32,546

1 企業債 397,200 343,200 54,000

1 企業債 397,200 343,200 54,000 1 企業債 397,200 企業債

2
工事負担
金

36,190 54,094 △ 17,904

1 工事負担金 36,190 54,094 △ 17,904 1 加入金 14,300 加入金 13,200

水資源保全負担金 1,100

2
その他負担
金

21,890 改良工事負担金 21,890

4 補助金 6,210 9,515 △ 3,305

1 補助金 6,210 9,515 △ 3,305 1 国庫補助金 6,210
水道施設整備費国
庫補助金等

6,210

6 出資金 10,781 11,026 △ 245

1
負担区分に
基づく出資
金

10,781 11,026 △ 245 1
一般会計出
資金

10,781 一般会計出資金 10,781

資本的支出（４条関係）

金 額

1 資本的支出 638,066 645,297 △ 7,231

1
建設改良
費

480,498 479,818 680

1 改良工事費 469,092 459,172 9,920 1 工事請負費 374,266 上水道改良工事等

2 委託料 20,625

3 負担金事業 74,201

2 資産購入費 11,406 20,646 △ 9,240 1 土地購入費 0

2
車両運搬具
購入費

0

3
工具器具備品
購入費

440

4
量水器購入
費

516 新設分

5
機械及び装置
設置費

10,450

2
企業債償
還金

157,568 165,479 △ 7,911

1
企業債償還
金

157,568 165,479 △ 7,911 1 元金償還金 157,568 元金償還金

5 出資金 0 0 0

1 出資金 0 0 0 1 出資金 0

比   較
節

説         明
区   分

款・項 目 本年度 前年度

比   較
節

説         明
区   分

款・項 目 本年度 前年度


